
内閣官房　地域活性化統合事務局

担当省庁
担当課

根拠法令 対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

62
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

食品安全性・有用
性研究評価セン
ター機能の整備

国内外の有用性食品素材の成分分
析、安全性・有用性試験結果のデー
タベース化、安全性･有用性検査手
法(臨床試験を含む)および評価手
法に係る共同研究等を実施する。

文部科学省
産業連携・
地域支援課

地域イノベーション戦略支援プログラム」公募要
領（平成24年2月6日文部科学省科学技術・学
術政策局長決定）

A 現行制度で対応できない事項については、制度の検討を行います。 b 今月末に平成24年度地域イノベーション戦略支援プログラム提案書を提出し、現行制度を活用する予定ですが、今後、本提案の研究開発の推進に必要な制度の拡充につい
て検討をお願いします。

文部科学省の見解とし
て、現行制度で対応で
きない事項については
制度の検討を行うことと
されていることから、引
き続き文部科学省は見
解を示す必要がある。

Ⅱ

65
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

食・農・医連携研
究センターの整備

コーデックス委員会において
採択された「危害分析・重要
管理点方式とその適用に関
するガイドライン」に対応した
設備投資

HACCP対応設備投資に対する
財政支援（補助対象経費の2分
の１）

農林水産省
食料産業局
企画課

6次産業化推進整備事業実施要領（現在財務
省と協議中）

地域資源を活用した農林漁業者等による新事
業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進
に関する法律
（平成22年12月3日法律第67号）

中小企業者と農林漁業者との連携による事業
活動の促進に関する法律
（平成20年5月23日法律第38号）

食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時
措置法(平成10年5月8日法律第59号）

C

　平成２３年１０月に食と農林漁業の再生推進本部が決定した「我が国の食と農林漁業
の再生のための基本方針・行動計画」において、農山漁村の６次産業化を推進すること
とされています。この方針に基づいて食品の加工・販売施設の整備を効果的に推進す
るため、食品の加工・販売施設を整備する補助事業である６次産業化推進整備事業
は、六次産業化法又は農商工連携法に基づき認定を受けた総合化事業計画等による
取組を対象に支援を行うこととしています。
　また、補助事業以外のＨＡＣＣＰ導入にかかる支援措置としては、HACCP法において、
施設・設備に要する費用に対する金融の優遇制度の措置を講じているところです。
HACCP対応施設整備に対する、事業計画の策定の省略、既存の補助制度の補助率の
嵩上げ、または新たな制度の創設といった自治体の提案に関しては、
　①事業計画策定の省略及び補助率の嵩上げについては、六次産業化法又は農商工
連携法に基づき認定を受けた意欲的な事業者に対し重点的に支援しようとしている中、
特定の地域にのみ優遇措置を講じることは、６次産業化の推進の趣旨に合致しないた
め
　②厳しい財政事情の折、既存の補助制度で対応可能な案件のために新たな補助制度
を創設することは、支援策として補助から融資へと政策転換を図っている方向性に反す
るため
等の理由により対応することが困難です。

ｂ

　「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画」に掲げる「戦略２」のうち日本農業の持ち味の再構築にかかる取組方針において、「輸出志向の高
い意欲的な事業者等に対し、品質管理体制強化のための情報提供、人材育成の取組を推進することで、HACCP手法の導入が遅れている中小規模層の導入率５
０％を目指す」とされています。中小企業者は資金力が乏しいことから、導入率を高めるためには、HACCP導入に必要な支援が必要であると考えているところで
す。また、農林水産物・食品輸出戦略検討会のとりまとめによれば、輸出戦略の具体像の「戦略２」で、「事業者支援の充実、サポート体制の強化」、「戦略３」で「輸
出の拡大・高度化に向けたビジネス・モデルの構築」を掲げております。以上二項目は地域の包括的なチャレンジを総合的に支援する総合特区制度の趣旨にも通
じるものがあると考えます。即ち輸出プレイヤーとなる事業者支援を充実させる必要性、具体的な成功事例の創出を図る必要性が謳われているものと理解してお
り、それを実現するための手法は様々であるものの、方向性は同一であるものと考えております。
　  農水省から示された見解のうち、「①特定の地域にのみ優遇措置を講じることは、6次産業化の推進の趣旨に合致しない」につきまして、以下のとおり指定自治
体の回答をお伝えします。
　日頃から、北海道の農畜水産物を活用した付加価値の高い加工品を製造してきた地元食品メーカーは、縮小する国内市場から外に目を向け、HACCP対応工場
の整備拡張を計画しています。一方で円高により生産拠点の海外移転も視野に入れており、地域からの生産拠点の流出につながる可能性も懸念されています。
  同社の海外展開を目指す取組は、今回認定を受けた北海道フード特区構想にも合致するものであり、当該企業を農商工連携法、6次産業化法の認定を受けてい
る事業者と同等の意欲ある事業者とみなしていただき、国産農林水産資源を活用する取組みを国内で継続、発展させるための支援は、食料自給率向上を目指す
6次産業化施策推進にたがわないものと考えます。また、事業計画認定の作業省略は、よりスピーディーな対応を可能とし、事業者の取組み意欲をより高いレベル
で継続させることになると考えているところです。
　いずれにしても農林水産省が掲げる輸出拡大に関する事業展開に北海道フード特区地域が貢献できるものであり、今後も協議していただきますようお願いした
い。また、輸出拡大を目的とした施策課題解決には多方面からの支援が必要であると考えますので、コーデックス委員会を所管する厚生労働省にも働きかけてい
ただき、帯広十勝地域を「HACCP等導入モデル地区」として企業集積を図るため、総合的な支援の検討の場を設けていただくことも併せてお願いしたい。

農林水産省の回答を受
け、指定自治体は特定
の地域に財政支援を講
じる必然性等を示して
おり、農林水産省は見
解を示す必要がある。

Ⅲ

68
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

⑧ＨＦＣプロジェク
トマネジメント事業
⑨食品安全性・有
用性研究評価セン
ターの整備
⑩食品試作・実証
センター機能の整
備
⑪密閉型実証研
究植物工場の整
備
⑫食関連企業の
レンタルラボの整
備

⑧ＨＦＣ各プロジェクトのマネジ
メントを徹底し、かつ、３地域内
のコーディネート活動のネット
ワーク体制を確立し、各プロ
ジェクトの相乗効果の最大化
を図るため、ＨＦＣマネジメント
組織を設置する。
⑨安全性・有用性評価研究、
臨床を含む各種試験の実施と
解析や、各国の基準に対する
評価等の共同研究等を実施す
る。
⑩地域の試験研究機関等の
試作研究機能の充実を図る
⑪植物系医薬品原材料等作
製技術の実用化をめざすもの
で、各種抗酸化物質、漢方薬
素材、サプリメント原料、鳥イ
ンフルエンザワクチンおよび
ペット・家畜用医薬品、農産品
水耕栽培技術の実用化を推
進する。
⑫国内外の食関連企業の研
究者を受け入れる貸研究施設
を整備して研究集積を促進す
る

特区のマネジメント機関の裁量
によって研究費を運用できる「拠
点裁量型研究制度」を要望す
る。制度設計・公募から成果評
価まで、特区内での厳格な
PDCAマネジメントにより、成果
導出を最大眼目にした公正・効
率的な運用を行う。

文部科学省
産業連携・
地域支援課

A

戦略的創造研究推進事業等の研究成果に基づきテーマを選定するため、現行制度で
は対応が難しいですが、基礎から実用化を考えるにあたっては、産業界の技術テーマ
の解決に資する基盤研究を推進する産学共創基礎基盤研究プログラムや大学等の研
究成果を実用化につなぐことを目的とする研究成果最適展開支援プログラム（Ａ－ＳＴＥ
Ｐ）があります。同プログラムは、競争的研究資金のため、適正な審査を実施しつつ、予
算の範囲内において対応可能です。その際、特区の関係テーマ・課題については、審査
において一定の配慮を行うことを検討します。

ｂ

　建設的なご回答、誠にありがとうございました。
　産学共創研究が、技術テーマ設定による研究機能の統合化及び産学チーム・マネジメントによる確実な成果導出において、フード特区プラットフォーム形成に最
適な制度であることを理解しました。
　当制度について、５点ご検討をお願いいたします。
１．技術テーマの調査においては、食品産業及び特区関係者の意見をヒアリング等によって、汲み取っていただきたい。
２．技術テーマの決定においては、特区のアドバンテージを考慮した検討をお願いしたい。
３．技術テーマ設定にどの程度の期間がかかるか、また短縮化する方法等をご教示いただきたい。
４．PO・JST事務局とともに、特区機関が研究開発マネジメントに参画できる仕組み・手法についてご教示いただきたい。
５．統合データベース化、共通プロトコル・標準化作業手順書SOPの統合化技術、評価ガイドライン開発など、レギュラトリーサイエンスを研究課題の範囲とみなし
ていただきたい。

指定自治体から、産学
共創基礎基盤研究プロ
グラムに関する検討事
項が示されていることか
ら、文部科学省は見解
を示す必要がある。

Ⅱ

総合特区名称整理番号

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（書面協議）

内閣府整理（コメント欄）
（4/3時点）

内閣府整理
Ⅰ～Ⅳ
Ⅰ：実現が可能となったもの
Ⅱ：実現に向けた条件、代替
案等の検討を継続して行うも
の
Ⅲ：実現不可能なため、各省
に対して深堀の検討を依頼
するもの
Ⅳ：指定自治体で代替案を
含む提案内容の再検討を行
うもの

提案事項名 提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解（3/9時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方協議【書面協議】　指定自治体の回答（3/22時点）
（a:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他）



内閣官房　地域活性化統合事務局

対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

62
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

食品安全性・有用
性研究評価セン
ター機能の整備

国内外の有用性食品素材の成分
分析、安全性・有用性試験結果の
データベース化、安全性･有用性検
査手法(臨床試験を含む)および評
価手法に係る共同研究等を実施す
る。

A
　今年度の地域イノベーション戦略支援プログラムに応募していただいたところですが、支援対象の枠組みは既に
公募要領に基づいて決定されており、今年度分の対象経費の拡充等はできないことをご理解ください。
　　なお、貴地域が本プログラムに採択された場合には既存制度による支援は可能です。
　来年度以降に公募を行う場合には、各地域の総合特区制度における要望を踏まえ、対象経費の拡充等を検討し
ます。

b
「地域イノベーション戦略支援プログラム」の審査が終了している現状では、対象経費の拡充等ができないとの状況
は理解します。しかしながら、今般の北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区の事業では、今まで築き上げ
てきた”Bio-S”の５拠点や育成してきた人材を総動員して、「食」の分野に特化した国際的な競争力の強化に寄与す
る研究・開発を進めることが求められております。そのため、今後、既存制度の拡充や新規制度の創設により対象
経費への支援を是非お願い致します。

文部科学省から、地域イノベーション戦略
支援プログラムについて、平成25年以降に
公募を行う場合には、対象経費の拡充等
を検討する旨の見解が示され、今後指定
自治体の要望の実現に向け対応すること
について指定自治体が了解しているため
協議終了。文部科学省は、概算要求等に
向け、指定自治体と適宜情報交換等を行
い対応すること。

Ⅱ

65
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

食・農・医連携研
究センターの整備

コーデックス委員会におい
て採択された「危害分析・重
要管理点方式とその適用に
関するガイドライン」に対応
した設備投資

HACCP対応設備投資に対する
財政支援（補助対象経費の2分
の１）

C

食品の加工・販売施設の整備については、６次産業化推進整備事業（以下、本事業）で対応可能であ
るが、本事業においては、六次産業化法又は農商工連携法の認定を受けた農林漁業者又は食品製
造事業者が施設整備することが条件。
HACCP対応施設整備に対する、指定自治体提案に関しては、
①事業計画策定の省略及び補助率の嵩上げの提案については、六次産業化法又は農商工連携法
に基づき認定を受けた意欲的な事業者に対し重点的に支援しようとしている中、特定の地域にのみ
優遇措置を講じることは、６次産業化の推進の趣旨に合致しない
②厳しい財政事情の折、既存の補助制度で対応可能な案件のために新たな補助制度を創設するこ
とは、支援策として補助から融資へと政策転換を図っている方向性に反する
ため、対応不可。
これらの原則に反し、特例を設けるためには、相応の理由、必要性を説明できなければならないが、
現時点では提案自治体から十分な材料が得られているとはいいがたい。

a
書面協議の結果を踏まえ、事業の熟度を高める等のために指定自治体において再検討を要すると
判断したことから、一旦協議を終了するもの。

指定自治体は、事業の熟度を高める
等のために再検討を行うこととしてい
ることから、一旦協議終了。

Ⅴ
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北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

⑧ＨＦＣプロジェク
トマネジメント事業
⑨食品安全性・有
用性研究評価セ
ンターの整備
⑩食品試作・実証
センター機能の整
備
⑪密閉型実証研
究植物工場の整
備
⑫食関連企業の
レンタルラボの整
備

⑧ＨＦＣ各プロジェクトのマネジ
メントを徹底し、かつ、３地域
内のコーディネート活動のネッ
トワーク体制を確立し、各プロ
ジェクトの相乗効果の最大化
を図るため、ＨＦＣマネジメント
組織を設置する。
⑨安全性・有用性評価研究、
臨床を含む各種試験の実施と
解析や、各国の基準に対する
評価等の共同研究等を実施
する。
⑩地域の試験研究機関等の
試作研究機能の充実を図る
⑪植物系医薬品原材料等作
製技術の実用化をめざすもの
で、各種抗酸化物質、漢方薬
素材、サプリメント原料、鳥イ
ンフルエンザワクチンおよび
ペット・家畜用医薬品、農産品
水耕栽培技術の実用化を推
進する。
⑫国内外の食関連企業の研
究者を受け入れる貸研究施設
を整備して研究集積を促進す
る

特区のマネジメント機関の裁量
によって研究費を運用できる
「拠点裁量型研究制度」を要望
する。制度設計・公募から成果
評価まで、特区内での厳格な
PDCAマネジメントにより、成果
導出を最大眼目にした公正・効
率的な運用を行う。

A
　「産学共創基礎基盤研究プログラム」は、産業界で共通する技術的課題（技術テーマ）について、全国の大学等が
基礎研究を実施することを支援する事業であり、現在要望いただいている⑧～⑫の取組については、事業の趣旨と
異なります。要望いただいている取組が本事業で支援可能か引き続き、協議していくことを検討しています。

a

本提案は、オールジャパンでプラットフォームをつくることが眼目であり、産学共創制度の枠組みで進めていただき
たいと考えている。また、フードサイエンスの場合、基礎、応用、実用の区分が明確でなく、現在公募中の産学共創
「水産加工」では、「加工装置・加工操作の高度化・プロセスイノベーション」「新たな魚粉・魚油製造プロセスの提案」
「長期鮮度保持・輸送」など、応用に近い技術テーマを募集しており、本提案の内容は、当該事業における基礎研究
と合致するものであり、当該事業の活用による基礎研究を進展することにより具体的な成果（マーカーや新素材）が
得られるよう、産学共創の場など、本制度の特長を生かしていきたいと考えている。
今後は産学共創基礎基盤研究プログラムにおける「企業の参画」が可能となるよう併せて協議させていただきたい。
現在の制度では、大学・研究機関だけのチームを想定しているが、例えば大学で開発したマーカーは、一般的に妥
当性・再現性などの検証が不足していることが、実用化に向けた課題となっている。このため、研究当初より企業が
参画することにより、実用性の高い
基礎研究が可能となるものと考えており、企業参加が難しい場合でも①産学共創の場に個別テーマのＷＧ・分科会
を設ける②研究チームから企業への委託・アドバイザー委任を認めるといった検討をお願いしたい。

文部科学省から、産学共創基礎基盤研究
プログラムについては支援可能か引き続
き検討する旨の見解が示され、今後、指定
自治体の要望の実現に向け対応すること
について指定自治体が了承しているため
協議終了。文部科学省は、概算要求等に
向け、指定自治体と適宜情報交換等を行
い対応すること。

Ⅱ

提案事項名

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（再書面協議）

整理番号 総合特区名称
内閣府再整理（コメント欄）

（7/31時点）

内閣府再整理
Ⅰ～Ⅴ
Ⅰ：実現が可能となった
もの
Ⅱ：平成25年度概算要求
等の検討がなされるもの
Ⅳ：見解の相違から協議
を一旦終了するもの
Ⅴ：自治体が再検討又は
取り下げるもの等

国と地方の協議【再書面協議】　(7/31時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、C：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方の協議【再書面協議】　指定自治体の回答（7/31時点）
（対応　a：了解、b：条件付き了解、c：受け入れられない、d：その他）

提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)



内閣官房　地域活性化統合事務局

担当省庁
担当課

根拠法令 対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

総合特区名称整理番号

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（書面協議）

内閣府整理（コメント欄）
（4/3時点）

内閣府整理
Ⅰ～Ⅳ
Ⅰ：実現が可能となったもの
Ⅱ：実現に向けた条件、代替
案等の検討を継続して行うも
の
Ⅲ：実現不可能なため、各省
に対して深堀の検討を依頼
するもの
Ⅳ：指定自治体で代替案を
含む提案内容の再検討を行
うもの

提案事項名 提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解（3/9時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方協議【書面協議】　指定自治体の回答（3/22時点）
（a:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他）

71
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

安全で高品質な農
畜産物の生産
（地域コントラク
ターの育成）

農作業機械の購入ほか
補助対象となるコントラクター、
対象施設・機械の拡大

農林水産省
生産局総務
課※１
経営局就
農・女性課
※２

「産地活性化総合対事業」※１
「経営体育成支援事業」※２ B

自治体は、国の補助事業においてコントラクターの作業受託に必要な施設や機械の整
備等に対する支援策の拡充を希望しているが、国の補助事業である「産地活性化総合
対策事業」、「経営体育成支援事業」のいずれも、国の事業として一定の要件を定めて、
政策誘導を行うものであり、単に要件を緩めてしまった場合、政策誘導効果を十分に発
揮することができなくなるおそれ。
　一方で、「産地活性化総合対策事業」の要件については、①単純更新ではなく機械の
能力を増強する場合は支援可能、②継続実施中の事業と別の新事業とすれば複数年
連続で申請可能、③自給率向上重点支援事業（飼料生産拠点育成）はコントラクターの
経営の高度化を図るという観点から法人化又は作業面積拡大を要件としているが、別メ
ニューを選択すれば面積拡大以外の要件も選択可能となっている。また、「経営体育成
支援事業」については、意欲ある多様な経営体（コントラクターを含む。）が融資を主体と
して農業用機械や施設等を整備する際に支援が可能。
　このため本件は、適切な事業の選択や計画を策定することにより対応可能と考えてい
る。以上のことを帯広市に説明したところ。

ｃ

【H２４年度の事業対応について】
・既存の事業を活用し、対応可能な範囲で事業実施予定
【H２５年度以降の事業対応について】
〈当該事業の必要性〉
・十勝地域においては、耕種と畜種部門がほぼ均衡した１戸当たり耕地面積が約４０haにも及ぶ大規模経営が営まれており、こうした優位性を活かしながら競争力のある農業経営を展開するため、農畜産物の品
質の向上、生産コストの削減、労働力の確保などが課題となっている。
・このため、農作業請負組織であるコントラクターの育成により、大型機械を有効に活用しながら以下のような農作業を集約的に請け負い、地域における農作業の効率化や労働力の確保を図る必要がある。
①耕畜連携による土づくりの促進
　耕畜連携による畑地への堆肥の還元をはじめ、併せて耕起や整地などの作業をコントラクターが請け負うことにより、作業の効率化と土づくりを促進する。
　堆肥散布や耕起･整地作業等の受託面積はH18年からH22年で15%増加しており、今後もさらに増加することが予想されることから、これらのニーズに対応するためには動力源である大型トラクターと作業用機械
である大型の耕起用機械等の導入が必要である。
②自給飼料生産の作業効率の向上
　安定的な畜産経営を支えるため、コントラクターによる自給飼料作物の生産にかかる作業の請負を進めることにより、作業の効率化や飼料作物の品質の向上などを進める。
　サイレージ用とうもろこしの作付け面積はH18からH22で26%増加、牧草収穫などの自給飼料生産にかかわる作業委託面積はH18からH22で34%増加しており、これらのニーズに対応するためにはトラクターや作
業機械の大型化により処理能力の向上を図り、適期に収穫するなど作業期間の短縮を進める必要がある。
③畑作や野菜など新たなニーズへの対応
　馬鈴しょやにんじん・エダマメの収穫作業、小麦の鎮圧作業など、畑作や野菜生産などのコントラクターへの農作業委託による効率化へのニーズが増加してきている。こうした畑作や野菜生産における作業受託
面積はH18年からH22年で2.5倍に増加しており、今後、こうしたニーズに対応するためには、畑作や野菜生産に対応した大型機械の整備が必要となってきている。
〈既存事業の課題〉
・産地活性化総合対策事業：
　汎用機械（トラクター、耕起・整地作業用機械）や畑作・野菜を対象とした収穫機械等が支援対象となっていない。また、家畜糞尿土壌還元機械は堆肥の還元先が畜産農家の場合のみとなっており、畑作農家へ
の還元が必要な耕畜連携には対応できていない。
・経営体育成支援事業：
　補助採択に必要なポイントの設定がコントラクター支援に合っておらず、コントラクターにとって不利な条件となっている。また、一般型ではコントラクターの約３割を占める農協等が支援対象となっていない。ま
た、補助率が3/10と低く、財政基盤が脆弱なコントラクターにとって機械整備にかかる経費が大きな負担となっている。
　こうしたことから、十勝地域の農業形態に合ったコントラクターの育成を図るため、以下の要件を満たすよう既存事業を拡充するか、既存事業で対応できない場合は、新規事業の創設を要望するものである。
・支援対象機械：大型トラクター（概ね200ps以上）、耕起用作業機械、整地用作業機械、ショベルローダー（堆肥積み込み等）、飼料搬送トレーラー、家畜糞尿土壌還元機械、作物収穫機械、作物管理機械
・支援対象：地域において農作業の請負を行なう農協、法人、営農集団等を広く対象とすること
・補助率は１／２以上とすること

農林水産省の回答に対
し、指定自治体は事業
の必要性、既存事業の
課題を具体的に示して
おり、農林水産省は見
解を示す必要がある。
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北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

人工衛星を活用し
たﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技
術の開発（事業費
未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術
の実用化に向けた
実証実験

人工衛星を活用したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技
術の開発（事業費未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の実用化に向けた
実証実験

技術開発・実証事件に要する経
費に対する財政支援

文部科学省
研究開発局
宇宙開発利
用課宇宙利
用推進室

B ＪＡＸＡ衛星をＨ－ＩＩＡロケットで打上げる際に一緒に打ち上げられる相乗り衛星の公募
制度において、適正な審査を実施した上で、選定された場合には対応可能です。 d 　人工衛星を活用したリモートセンシング技術の事業化については、H25年3月まで事業者が独自にフィージビリィティスタディーを継続して行った上で判断すること

となりました。ついては、事業化が決定された段階で、支援について協議させていただきたいと考えています。

指定自治体は、事業化
についての再検討を行
うこととしており、事業
化が決定された段階
で、文部科学省におい
て再度協議を行うもの。

Ⅳ
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北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

人工衛星を活用し
たﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技
術の開発（事業費
未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術
の実用化に向けた
実証実験

人工衛星を活用したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技
術の開発（事業費未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の実用化に向けた
実証実験

技術開発・実証事件に要する経
費に対する財政支援

農林水産省
生産局技術
普及課、
農林水産技
術会議事務
局研究統括
官（食料戦
略、除染）

生産環境総合対策事業実施要綱 B
自治体が提案する人工衛星を活用したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の開発、ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の
実用化に向けた実証実験事業であるが、それぞれの技術の実用化に向けてさらに実証
データを得るという課題を解決するには、農林水産業・食品産業の現場の技術的課題
の解決に向けた実用技術の早急な開発を推進することを目的として実施する、農林水
産省所管の「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」が有効と考えられ
る。

ｃ

①高度な生産技術の導入により生産性の向上や生産コストの削減、農産物の品質向上を図るために、無人ヘリコプタを使ったリモートセンシング技術により作成さ
れた土壌肥沃度マップに基き可変施肥機を使って、施肥量を削減する実証試験を平成２４年度から３年にわたり、作物ごと、土壌タイプ別に行うことを計画していま
す。

②しかしながら、提示していただいた「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」につきましては、平成２４年度の募集がすでに終了しており新たな募集
は予定されていないと伺っています。また、当方の予定している事業内容が提示していただいた事業に適合し採択される可能性についても少し難しいと考えていま
す。

③一方、当方では独自に利用可能な既存事業を探す中で、農水省の平成24年新規事業（生産環境総合対策事業のうち肥料対策分）の活用の可能性が出てきま
したが、具体的判断については３月末の支援事業の実施要領が公表されなければ判断できない状況にあります。

④従って、上記事業を含めて、改めて対応をご検討いただくようお願いします。

農林水産省が提示した
代替支援措置は、指定
自治体が行う事業に適
合する可能性が薄く、
指定自治体の回答にお
いて示されている支援
措置の活用が可能かに
ついて、農林水産省は
見解を示す必要があ
る。

Ⅱ



内閣官房　地域活性化統合事務局

対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

提案事項名

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（再書面協議）

整理番号 総合特区名称
内閣府再整理（コメント欄）

（7/31時点）

内閣府再整理
Ⅰ～Ⅴ
Ⅰ：実現が可能となった
もの
Ⅱ：平成25年度概算要求
等の検討がなされるもの
Ⅳ：見解の相違から協議
を一旦終了するもの
Ⅴ：自治体が再検討又は
取り下げるもの等

国と地方の協議【再書面協議】　(7/31時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、C：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方の協議【再書面協議】　指定自治体の回答（7/31時点）
（対応　a：了解、b：条件付き了解、c：受け入れられない、d：その他）

提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)
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北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

安全で高品質な
農畜産物の生産
（地域コントラク
ターの育成）

農作業機械の購入ほか
補助対象となるコントラクター、
対象施設・機械の拡大

Ｂ
（
一
部
Ｃ）

　自治体は、国の補助事業においてコントラクターの作業受託に必要な機械の整備等に対する支援策の拡充を希
望しているが、国の補助事業である「産地活性化総合対策事業」は、一定の要件を定めて政策誘導を行うものであ
り、単に要件を緩めてしまった場合、政策誘導効果を十分に発揮することができなくなるおそれがある。
　さらに、効果的、効率的な事業執行の観点から、現場における農地の面的集積や農家とコントラクターとの作業分
担の積極的な調整と併せて事業を行う必要があるが、自治体においてそのような事業は行われておらず、このよう
な状況で支援対象を拡充すれば、効果的、効率的な事業執行ができないおそれがあることを自治体に説明したとこ
ろである。

c

本提案は、総合特区法に基づき、産業の国際競争力の強化に関する施策を総合的かつ集中的に推進す
るという国の政策により、農業の競争力･体質強化を目的として提案しているものです。
　十勝農業が本特区の目標年次である2016年までに生産体制の強化を図り、本特区の目標額の達成に
寄与するためには、今後、大きな発展が期待される畜産部門において、喫緊の課題である飼料自給率向
上を図る必要があります。
　このため、今後5ヵ年で飼料作物の作付面積を約40％増加する目標を立てていますが、畜産農家の経営
規模拡大が進む中で、目標達成のためには農作業受託組織であるコントラクターが重要な役割を担ってい
ます。

本提案は、総合特区制度を活用し、農林水産省が飼料自給率向上を目的として支援している産地活性化
総合対策事業のうち飼料生産拠点育成地区事業により、緊急的にコントラクターの作業受託体制の整備
を図り、速やかに目標に対応した自給飼料生産体制を構築しようとするものであり、貴省の政策誘導の方
向とも合致しています。
　しかしながら、同事業には、自給飼料の生産作業に必要不可欠な中核的駆動力であるトラクターをはじ
め、耕起･整地等に要する作業機械が支援の対象となっていないことから、政策誘導の効果を速やかに発
揮するとともに、一層効果を高めるため、対象機械の拡充を要望するものです。
　なお、地域としてもコントラクター育成のため、農協とともにコントラクターの設立や運営を支援するととも
に、コントラクターの組織化を図り、情報交換や研修会等を通して課題解決や技術向上に向けた取り組み
を促進しています。

農林水産省との協議を踏まえ、最終的に
指定自治体が要望の一部を見直す一方、
農林水産省から、「自給飼料生産拠点育
成地区推進事業」において、平成２５年度
の概算要求に向けて一定要件下で飼料搬
送用トレーラーを事業対象に加えること等
の見解が示され、今後、指定自治体の要
望の実現に向けて農林水産省が対応する
ことについて指定自治体が了解しているた
め協議終了。
農林水産省は、概算要求等に向け、指定
自治体と適宜情報交換等を行い対応する
こと。

Ⅱ

72
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

人工衛星を活用
したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ
技術の開発（事業
費未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術
の実用化に向け
た実証実験

人工衛星を活用したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技
術の開発（事業費未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の実用化に向け
た実証実験

技術開発・実証事件に要する経
費に対する財政支援 - - - -

指定自治体は、事業化についての再検討
を行うこととしており、事業化が決定された
段階で支援について文部科学省と協議を
行うこととしているため、一旦協議終了。
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72
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

人工衛星を活用
したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ
技術の開発（事業
費未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術
の実用化に向け
た実証実験

人工衛星を活用したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技
術の開発（事業費未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の実用化に向け
た実証実験

技術開発・実証事件に要する経
費に対する財政支援 B

　低コスト施肥体系の構築を図る事業の趣旨・目的、採択要件の範囲内で行われる技術導入の実証試験であれ
ば、農水省所管の生産環境総合対策事業のうち肥料対策分で対応が可能と考える。
　なお、本事業は公募により事業主体を募集し、選定基準はすでに公募要領に定められており、採択において配慮
することは不可能である。

b
農林水産省所管の生産環境総合対策事業のうち肥料対策分に該当する事業として、５月１８日に応募したところで
す。本事業は特区計画における農業生産技術の高度化を進める上での重要性を考慮し、優先的な採択をお願いし
たい。

農林水産省から、低コスト施肥体系の構築
を図る事業の技術導入の実証実験の財政
支援要望については既存の生産環境総合
対策事業のうち肥料対策分で対応可能と
の見解が示され、指定自治体は要望が実
現可能となる見込みと判断し了解したため
協議終了。（ただし、要望が実現できないこ
とが明らかとなり、指定自治体が再協議を
希望する場合は農林水産省と改めて協議
を行うものとする。）
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内閣官房　地域活性化統合事務局

担当省庁
担当課

根拠法令 対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

総合特区名称整理番号

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（書面協議）

内閣府整理（コメント欄）
（4/3時点）

内閣府整理
Ⅰ～Ⅳ
Ⅰ：実現が可能となったもの
Ⅱ：実現に向けた条件、代替
案等の検討を継続して行うも
の
Ⅲ：実現不可能なため、各省
に対して深堀の検討を依頼
するもの
Ⅳ：指定自治体で代替案を
含む提案内容の再検討を行
うもの

提案事項名 提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解（3/9時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方協議【書面協議】　指定自治体の回答（3/22時点）
（a:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他）

72
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

農業生産技術の
高度化

人工衛星を活用したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技
術の開発（事業費未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の実用化に向けた
実証実験

技術開発・実証事件に要する経
費に対する財政支援

経済産業省
宇宙産業室

－ Z
人工衛星を活用したリモートセンシング技術の開発については、現在事業自体の実施
の可否について、自治体内で検討しているところであることから、現時点で見解を述べ
る事はできない。
具体的な実施判断・内容については平成２４年３月中旬ころに判明する予定と聞いてい
るので、早急な検討をお願いしたい。

d 　人工衛星を活用したリモートセンシング技術の事業化については、H25年3月まで事業者が独自にフィージビリィティスタディーを継続して行った上で判断すること
となりました。ついては、事業化が決定された段階で、支援について協議させていただきたいと考えています。

指定自治体は、事業化
についての再検討を行
うこととしており、事業
化が決定された段階
で、経済産業省におい
て再度協議を行うもの。

Ⅳ

74
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

農業廃棄物等を
活用したバイオガ
スプラントの高効
率化

送電線の架設費用の事業者負担分
の補助拡充

系統連携に必要となる経費の
2/1補助

経産省　新
エネ課 C

ヒアリングを実施できておらず、現時点では要望している事業の詳細が不明かつ、要望
されている国の事業等も不明確であり、当方において検討する案件かどうかの判断もで
きないため。

ｃ

【送電線の架設費用の事業者負担分の補助拡充について】
・資源小国の我が国においては、再生可能エネルギーの劇的な普及が期待されているが、太陽光発電のように広大な土地が必要なものや、海岸線・山間部など人口密集地から離れた場
所での設置がほとんどで、家畜糞尿を主な原料としたバイオガスプラントにおいても、畜産・酪農家の多くは山麓付近にある。
・ そのような場所で発電事業を行うには、送電線の新設又は電線架け替えが必要となる場合が多く、電力会社の工事費を発電事業者が負担することになっている。
・過疎地や山間部など市街地区から離れるほど負担が大きくなり、プラント経営を圧迫することになるため、送電線架設費用の事業者負担軽減は必要不可欠と考えております。なお、送電
線系統の強化を図るための既存制度がないことから新たな支援措置を求めます。
　（参考事例）大樹町
　・事業内容　乳牛1,400頭規模の農場でバイオガスプ
                  ラントの整備
　　　　　　　　　高圧電線張替
                  （58mm2⇒200mm2）：亘長　2.4km
　　　　　　　　　電柱建替：28基
　・実施体制　農事組合法人サンエイ牧場
　・要望額の積算　電線架け替え工事負担金1,200万円

【バイガスプラントの普及拡大により期待される効果】
・バイオガスプラントの普及が図られ、酪農地帯の懸案である家畜ふん尿の処理問題が解決できる。
・メタンガスの回収によるCO2削減など地球温暖化対策に貢献できる。
・消化液を畑作農家にも散布することにより、輸入肥料の代替となることが期待でき、総合特区の目標達成に寄与できる。
・農業廃棄物等を活用したバイオガスプラントの利用拡大により、農業の生産体制の強化に貢献でき、国際競争力の強化や、雇用創出による地域産業の活性化など豊かな農畜産業の実
現が期待できる。

【具体的な効果】
・十勝管内乳牛飼養頭数の約1割のふん尿を用いてバイオガス発電した場合、十勝管内の電力消費量に占めるバイオガス発電量の割合は、約2.8％と推計される。
・消化液の肥料価値は、単位量の消化液（ここでは、1tあたりで算出）に含まれる窒素、りん、カリウムの量を化学肥料単肥にて賄った場合の価格（化学肥料換算価格）2,896円と算出され
る。
　十勝管内で現在発生する消化液は187t/日であり、その肥料価値は約2億円と推計される。

経済産業省の回答を受
け、指定自治体から具
体的な事業内容及び事
業により期待される効
果等が提示されたとこ
ろ。これに対して、経済
産業省は見解を示す必
要がある。

Ⅲ

77
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

余剰農産物等を
有効活用したバイ
オエタノールの高
度化利用

ED95のバイオエタノール高濃度燃
料を普及

国内で初めて取り組む高濃度バ
イオエタノールの実証事業に対
する拡充措置

環境省地球
環境局地球
温暖化対策
課

B

競争的資金とは、資源配分主体が広く研究開発課題等を募り、提案された課題の中か
ら、専門家を含む複数の者による科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて実
施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金である。公募を経ずに別枠
にて採択することは、競争的資金の本質である、競争環境が整わないため極めて困
難。
また、総合特区推進調整費により実施する場合、「＜様式１＞新たな税制・財政及び金
融上の支援措置にかかる提案関連資料⑤政策課題解決への寄与」によると、主目的が
「安全・安心で高品質な農産物の生産基盤強化に貢献」とされていることから、農林水産
省にご相談されたい。

b

・競争的資金の解釈については、その通りと考えます。
・また、農林水産省への財政支援を提案されているが、本提案内容については、二酸化炭素削減効果が高く、地域で生産される再生可能エネルギーの地産地消
に非常に貢献できることから、貴省の地球温暖化対策技術開発事業の趣旨に沿っていると考えます。したがって、競争的資金の正式な手続きを経ての事業申請
案件にはなりうると考えます。
・なお、ED95車両については、国土交通省における大臣認定の申請を正式に受け付けていただいた上で、地球温暖化対策技術開発事業に申請したいと考えてい
ます。
・バイオ燃料に関する事業は農林水産省をはじめ、様々な事業があるが、その対象は製造に係る研究開発、あるいは既存のインフラの整備に対する補助に限ら
れており、新しい取組、しかも既存にない燃料・車両を用いた実証・走行を対象にした事業はないのが実状で、唯一貴省の地球温暖化対策技術開発事業が対象と
なると認識しています。
・なお、過去に大臣認定されたE10車両での実証・走行試験を本事業において実施させていただいた実績があります。

環境省の回答に対し、
指定自治体から実施す
る事業に対する支援措
置として環境省所管の
制度が適当である理由
が提示されたところ。こ
れに対して、環境省は
見解を示す必要があ
る。
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内閣官房　地域活性化統合事務局

対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

提案事項名

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（再書面協議）

整理番号 総合特区名称
内閣府再整理（コメント欄）

（7/31時点）

内閣府再整理
Ⅰ～Ⅴ
Ⅰ：実現が可能となった
もの
Ⅱ：平成25年度概算要求
等の検討がなされるもの
Ⅳ：見解の相違から協議
を一旦終了するもの
Ⅴ：自治体が再検討又は
取り下げるもの等

国と地方の協議【再書面協議】　(7/31時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、C：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方の協議【再書面協議】　指定自治体の回答（7/31時点）
（対応　a：了解、b：条件付き了解、c：受け入れられない、d：その他）

提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)

72
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

農業生産技術の
高度化

人工衛星を活用したﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技
術の開発（事業費未定）
ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術の実用化に向け
た実証実験

技術開発・実証事件に要する経
費に対する財政支援 - - - -

指定自治体は、事業化についての再検討
を行うこととしており、事業化が決定された
段階で支援について経済産業省と協議を
行うこととしているため、一旦協議終了。

Ⅴ

74
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

農業廃棄物等を
活用したバイオガ
スプラントの高効
率化

送電線の架設費用の事業者負担
分の補助拡充

系統連携に必要となる経費の
2/1補助 C

当該発電事業において送電線を新設し、系統に接続するのであれば、同事業は固定価格買取制度を利用するもの
と推察されるが、買取制度においては、再エネ発電事業者で負担すべき（系統への）接続費用を考慮した調達価格
が設定される見込みであるため、かかる費用に財政支援を講じることは同一事業に対する二重の支援となるため不
適切と考える。

a 今後正式に告示される調達価格が、再エネ発電事業者で負担すべき（系統への）接続費用を考慮した価格として設
定される見込とのことでありますので了解します。

農林水産省から、送電線の架設費用の事
業者負担分の補助拡充については同一事
業に対する二重支援が生じるため対応が
困難であるとの見解が示され、指定自治
体は、調達価格が再エネ発電事業者で負
担すべき系統への接続費用を考慮した価
格として設定されることを了承していること
から協議終了。

Ⅴ

77
北海道フード・コンプ
レックス国際戦略総合
特区

余剰農産物等を
有効活用したバイ
オエタノールの高
度化利用

ED95のバイオエタノール高濃度燃
料を普及

国内で初めて取り組む高濃度
バイオエタノールの実証事業に
対する拡充措置

B
指定自治体の回答において「競争的資金の正式な手続きを経ての事業申請案件にはなりうると考えます。」とされ
ていることから、地球温暖化対策技術開発・実証研究事業（競争的資金）の平成25年度以降の公募に申請された
い。なお、専門家等による審査に当たり特区指定地域の取組であることは考慮されると考える。

b

想定していた事業については、5月17日に二次公募が開始されましたが、対象事業が限定されており、バイオ燃料
の実証研究が入っていないことからエントリーできない。このことから今後の公募にあたっては、高濃度バイオ燃料
の実証研究が対象事業となるよう貴省に検討していただきたい。
また、以前貴省から回答をいただいた中に、主目的が「安全・安心で高品質な農産物の生産基盤強化に貢献とされ
ていることから、農水省にご相談されたい。」との回答をいただいたことから、今年度の農水省の支援を受ける事が
可能なのか、貴省も交えて協議を進めたい。
※想定事業　農水省　「バイオ燃料生産拠点確立事業」

環境省より「地球温暖化対策技術開発・実
証研究事業（競争的資金）の平成25年度
以降の公募に申請されたい。」との見解が
示され、これに対し自治体が平成25年度
の公募に申請したいとの意向が示されたこ
とから、協議終了。
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